
大阪高裁令和 6(行コ)86 

       主   文 

 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人Ａの負担とする。 

 

 

       事実及び理由 

 

（以下、略語は原判決の例による。） 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人Ｂらの請求を棄却する。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、向日市の住民である被控訴人Ｂらが、原判決別紙１物件目録記載の仮換地

（本件仮換地）について、既に土地区画整理法上の使用収益開始の通知がされ、本件仮換

地に対応する従前の土地（本件従前地）の所有者が建物の建設工事を開始して使用収益を

していることが明白であるから、市長である控訴人Ａにおいては、令和３年度及び令和４

年度の固定資産税を賦課するに当たり、地方税法３４３条７項、向日市税条例５４条６項

に基づく課税（みなす課税）として、本件従前地について登記簿又は土地補充課税台帳に

所有者として登記又は登録がされている者を本件仮換地に係る所有者とみなして賦課決定

をしなければならないにもかかわらず、これを違法に怠っているとして、地方自治法２４

２条の２第１項３号に基づき、当該怠る事実が違法であることの確認を求めた住民訴訟で

ある。 

２ 原審は、被控訴人Ｂらの請求を認容したので、これを不服として、控訴人Ａが本件控

訴を提起した。 

３ 本件の争点は、〔１〕令和３年度及び令和４年度の固定資産税の各賦課期日におい

て、本件仮換地について、地方税法３４３条７項、向日市税条例５４条６項の「使用し、

又は収益することができることとなった」というみなす課税の要件（本件要件）の充足が

認められるか（争点１）、〔２〕令和３年度及び令和４年度の固定資産税を賦課するに当た

り、本件仮換地について、みなす課税を行わないことが違法であるか（争点２）である。 

 関係法令及び前提事実は原判決第２の２及び３（２頁～）に、争点１に関する当事者の

主張は原判決第２の４（１）（４頁～）に、争点２に関する当事者の主張は、後記４のほ

か、原判決第２の４（２）（８頁～）にそれぞれ記載のとおりであるから、これらを引用

する。 

４ 争点２に関する当事者の主張の要旨（当審における補充主張を含む。） 

【被控訴人Ｂらの主張の要旨】 
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（１）みなす課税制度の趣旨は、台帳課税の原則を形式的に貫くことによる課税上の不均

衡を是正し、実態に即した課税を可能にすることにある。同制度では、みなす課税を実施

するか否かについて市町村長に合理的な裁量を認めているが、その裁量の範囲は、実態に

即した課税を実現するとの制度趣旨を全うできる範囲に限定されるべきである。 

（２）実態に即した課税を実現するというみなす課税の趣旨に鑑みると、裁量権逸脱濫用

の判断に当たっては、仮換地の使用実態（現況及び利用目的）を最も重視すべきである。

すなわち、利用目的に沿った使用実態があると判断された場合には、原則として、みなす

課税を実施すべきであり、二次的に、みなす課税をするために要する労力その他の弊害が

大きい場合には、それにより得られる課税額との比較でみなす課税をすべきかどうかを判

断すべきであって、その範囲で市町村長の裁量が認められると考えるのが相当である。 

（３）本件仮換地についてみると、その利用目的は本件会社の社屋用地（宅地）とするこ

とであり、令和３年１月１日現在及び令和４年１月１日現在の現況は、宅地と評価すべき

状況であって、田や畑であった形跡は一切なかったから、令和３年度及び令和４年度にお

いて、利用目的に沿った使用実態が認められ、原則として、みなす課税を実施すべき状況

にあった。このことに加え、上記各年度においても、令和５年度と同様、控訴人Ａの主張

する物的二重課税の問題が生じないようにすることは可能であり、かつ、過度な負担とな

るものではなかったこと、及び、みなす課税をした場合には課税額が上がることが確実で

あった（１年当たり少なくとも８６０万円程度の増収が見込まれた）ことを併せ考慮すれ

ば、みなす課税を実施しなかったことは裁量権の範囲を逸脱するものである。 

（４）みなす課税を行う場合、地方税法３８１条８項の規定により、みなす土地補充課税

台帳に当該仮換地の地目等が登録されることからも、みなす課税が仮換地課税を意味する

ことは明らかである。そして、固定資産評価基準上、土地の地目の認定に当たっては当該

土地の現況及び利用目的に重点を置くべきものとされている（現況主義）ことからすれ

ば、仮換地課税をする際に当該仮換地の現況及び利用目的に重点を置いて地目を定めるこ

とになるのは、当然の帰結である。ところが、控訴人Ａは、現況主義に違反し、本件仮換

地の地目を宅地と認定して仮換地課税（みなす課税）を実施することを怠ったものであ

る。 

【控訴人Ａの主張の要旨】 

（１）みなす課税の制度は、仮換地において使用収益が開始したとしても、土地区画整理

事業全体の適正な課税を確保する観点から、直ちにみなす課税に切り替えずに、従前地課

税（地方税法３４３条２項に基づく台帳課税）を継続することも許容し、その判断に際し

て市町村長に効果裁量を認めている。すなわち、土地区画整理事業は、事業の施行期間や

施行区域の場所・規模、使用収益開始の通知の発出状況、仮換地の利用状況等が各事業に

よって様々であるという点にその特色があるところ、使用収益開始やおおよその外見の状

況によって直ちにみなす課税に切り替えるとなると、各事業の状況によっては適正な課税

を実現できないという事態に直面することになることから、このような事態が生じること
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を防止するため、上記の様々な事項を各自治体が個別に検討・判断できるように、みなす

課税を行う範囲やタイミング等の判断を市町村長の裁量に委ねたものである。 

（２）裁量権の逸脱又は濫用となるのは、市町村長の判断が、重要な事実の基礎を欠く

か、又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合に限られると解すべ

きである。 

（３）本件仮換地についてみると、令和３年度及び令和４年度の時点では、周辺道路の側

道や舗装が完成しておらず、ライフラインの整備も未了であり、いまだ通常の使用に耐え

得る状態になっていなかったほか、工事の進展等によって画地の認定が困難となってお

り、合理的な根拠をもって宅地や雑種地として評価するための路線価を付設することもで

きず、適正な課税が不可能であった上、多くの街区で使用収益開始の通知が発出されてお

らず物的二重課税（同一の土地について固定資産税が異なる二者に重ねて賦課されるこ

と）の問題が存在し、この弊害を低減する方策として最適な方法（仮換地と従前の土地に

重なり合いが生じている面積を対象に行う減免措置）を採り得なかったという事情もあっ

た一方、本件土地区画整理事業は令和５年３月３１日までの短期間で完了する予定であ

り、遅くとも令和６年度以降は全街区に統一的な課税を実施できる見込みであった。そこ

で、控訴人Ａは、適正な課税を実現するという観点から本件土地区画整理事業全体の事情

を総合的に考慮し、みなす課税を実施しなかったものであり、その判断に裁量権の逸脱又

は濫用はない。 

（４）なお、控訴人Ａは、令和３年度及び令和４年度においては、地方税法３４３条２項

に基づき、本件従前地に課税したものであるが、その際、地目の認定については「凍結」

という手法（工事着工年度の賦課期日時点での認定を継続する手法）を用いた。かかる手

法は、不動産登記上の取扱い（従前の土地の特定が困難であることから、換地処分が終わ

るまで、土地区画整理事業区域内の従前の土地の地目変更は原則認めないとする各法務局

の手法）と整合し、全国の数多くの自治体においても採用されており、固定資産評価にお

いて確立されているものである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実について 

 原判決第３の１（１３頁～）に記載のとおりであるから、これを引用する。 

２ 争点１（令和３年度及び令和４年度の固定資産税の各賦課期日において、本件仮換地

について、本件要件の充足が認められるか）について 

 当裁判所も、本件においては、使用収益開始の通知により令和２年５月１１日から本件

仮換地につき使用収益をすることができることとなったことから、令和３年度及び令和４

年度の固定資産税の各賦課期日（各年の１月１日）において、本件要件を充足していたも

のと判断する。 

 その理由は、原判決第３の２（１５頁～）に記載のとおり（ただし、同第３の２（２）

ア（１６頁～）第２段落中の「みなす課税をするか否かの判断につき市町村長にその裁量
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を認めている。そして、市町村長にその裁量を認めた趣旨は、」を「みなす課税をするか

否かを市町村の判断に委ねている。そして、その趣旨は、」に、同ア第３段落中の「市町

村長はその裁量によりみなす課税を行わないこともできる」を「市町村は実態に即応した

措置としてみなす課税を行わないこともできる」に、同（２）イ（１７頁～）第２段落中

の「みなす課税をするか否かの市町村長の裁量判断として」を「みなす課税をするか否か

の市町村の判断として」にそれぞれ改める。）であるから、これを引用する。 

３ 争点２（令和３年度及び令和４年度の固定資産税を賦課するに当たり、本件仮換地に

ついて、みなす課税を行わないことが違法であるか）について 

（１）固定資産税は、固定資産の所有者に課される税であるところ（地方税法３４３条１

項、向日市税条例５４条１項）、土地については、その所有者とは、登記簿又は土地補充

課税台帳に所有者として登記又は登録がされている者をいうとされ（同法３４３条２項、

同条例５４条２項）、いわゆる台帳課税の原則がとられている。 

 しかし、土地区画整理事業の施行に係る土地について、仮換地の指定があった場合に

は、仮換地の指定の効力発生の日（使用収益開始可能日の指定があったときはその日）か

ら、〔１〕当該仮換地に対応する従前の土地の所有者は、当該仮換地の使用収益をするこ

とができるようになる（土地区画整理法９９条１項，２項）一方で、〔２〕当該仮換地の

所有者は、当該仮換地の使用収益をすることができなくなる（同条３項）が、換地処分の

効力が発生するまでは、土地の所有権については変更がないので、登記簿上の名義もまた

変更されておらず、台帳課税の原則を貫くときは、なお依然として、当該仮換地について

上記〔２〕の者（仮換地の所有名義人）が納税義務を負うこととなる。そこで、このよう

な課税上の不均衡を是正し、実態に即せしめる必要から、当該仮換地については上記

〔１〕の者（従前の土地の所有名義人）をもって納税義務者とすることができるようにし

たのが、地方税法３４３条７項、向日市税条例５４条６項が定める仮換地に係るみなす課

税の制度の趣旨であると解される。 

 そして、上記みなす課税の各規定において、上記〔１〕の者（従前の土地の所有名義

人）を当該仮換地に係る納税義務者と「みなすことができる」と定めているのは、仮換地

の使用の実態は、あるものについては従前からの所有者がなお依然として使用を継続して

いる等、その状況がまちまちである場合が考えられるところ、このような場合に、仮換地

の指定があったことのみに基づいて指定の効力発生の日又は使用収益開始可能日から一挙

にみなす課税を実施することは、かえって不合理を招くことともなることから、具体的な

運用については、よく実態に即応した措置を執るよう配慮すべきとの考慮から、みなす課

税を実施するか否かを市町村の判断に委ねたものと解される。  

（２）ところで、市町村長による固定資産の価格の決定においては、地方税法３８８条１

項の固定資産評価基準によらなければならないところ（同法４０３条１項）、固定資産評

価基準第１章第１節一は、土地の地目の認定に当たっては、当該土地の現況及び利用目的

に重点を置いて行うものとする旨を定め、いわゆる現況主義によるべきことを明らかにし
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ている。 

 土地の地目は、登記簿に記録されており、通常、登記簿上の地目と現況の地目とは一致

しなければならないものであるが、登記は原則として申請主義であることなどから、両者

が一致していない場合がある。しかし、土地の地目は、実地調査（地方税法４０８条）に

よって認定することが比較的容易であり、また、各筆の土地について均衡のとれた適正な

評価を行うためには、登記簿上の地目に関わりなく、現況の地目によって土地の評価を行

うことが相当であることから、固定資産評価基準は、上記のような現況主義をとっている

ものと解される。そして、固定資産税の賦課期日は、当該年度の初日の属する年の１月１

日とされていることから（同法３５９条）、評価の基本となる地目の認定も賦課期日であ

る１月１日現在の利用状況によって行うこととなる。 

 このことは、土地区画整理事業施行中の仮換地に指定された土地の地目の認定に際して

も同様であり、市町村長において当該仮換地の賦課期日時点の現況及び利用目的に重点を

置いて地目の認定を行わなければならないことに変わりはない。地方税法３４３条７項が

定めるみなす課税は、同条２項が定める台帳課税の原則の特則ではあっても、同法４０３

条１項及び固定資産評価基準が定める地目の認定に係る現況主義の特則ではない。 

 この点、控訴人Ａは、令和３年度及び令和４年度においては、本件従前地について、

「凍結」という手法を用いて地目の認定を行い、原則どおり登記に基づく台帳課税（地方

税法３４３条２項）を行ったものであり、上記手法は、不動産登記上の取扱いと整合し、

全国の数多くの自治体においても採用されており、固定資産評価において確立されている

旨主張する。 

 しかしながら、固定資産の価格を決定する際の土地の地目の認定に当たり、固定資産評

価基準は、あくまでも当該土地の現況及び利用目的に重点を置くべきことを求めているの

であり、「凍結」という手法によって例外を認める旨の規定はなく、他に同手法を許容す

る旨の法令の定めも見当たらないから、固定資産の価格の決定に「凍結」という手法を用

いることを正当化することはできないというべきである。不動産登記上の取扱いや他の自

治体における採用の状況などは、上記の結論を左右するものではない。 

（３）上記に述べたところによれば、仮換地に対応する従前の土地の所有者が、当該仮換

地について使用収益をすることができるようになった後にその使用収益を実際に開始した

ことにより、当該仮換地の地目が変わった場合には、これに応じて当該仮換地について決

定される固定資産価格にも変化が生じることになる。このような場合に、台帳課税の原則

を貫くときは、当該仮換地の所有者（所有名義人）が、自らは当該仮換地の使用収益をす

ることができない中で、他人の使用収益によって変えられた固定資産価格に基づく固定資

産税の納税義務を負うこととなるが、このような不合理は看過し難いというべきである。 

 したがって、課税上の不均衡を是正し、実態に即した課税を実現するというみなす課税

の趣旨に照らし、上記のような場合には、特段の支障のない限り、市町村において当該仮

換地につきみなす課税を行わなければならず、これを行わないことはみなす課税の権限の
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行使を怠るものとして違法の評価を受けると解するのが相当である。 

（４）これを本件についてみるに、先に原判決を引用して認定した事実関係によれば、本

件仮換地については、令和２年１月１日に仮換地の指定が行われ、同年５月１１日以降、

その使用収益をすることが可能となっていたところ、同年１２月に本件従前地の所有者で

ある本件会社が本件社屋の建設工事を開始したことにより、令和３年１月１日及び令和４

年１月１日時点の地目は、従前の田又は畑から、建設中の本件社屋の敷地としての宅地な

いし雑種地へと変わっていたものと認められる。 

 そうである以上、本件仮換地に対する令和３年度及び令和４年度の固定資産税の賦課に

ついては、上記（３）のみなす課税を実施すべき場合に当たるということができる。 

（５）控訴人Ａは、本件仮換地については、令和３年度及び令和４年度の時点では、画地

の認定が困難となっており、合理的な根拠をもって宅地や雑種地として評価するための路

線価を付設することもできなかった上、物的二重課税の問題が存在し、この弊害を低減す

る方策として最適な方法を採り得なかったという事情もあった旨主張するところ、これは

上記（３）の特段の支障の存在を主張するものと解される。 

 しかしながら、上記（２）に説示のとおり、仮換地であっても、みなす課税を行うと否

とに関わらず、現況主義に則って地目の認定を行い価格を決定すべきものであることに変

わりはないから、価格決定の困難さをみなす課税を行う上での支障ということはできな

い。 

 また、物的二重課税の問題については、向日市において、これが生じないような措置を

とることは可能であり、かつ、同措置をとることが控訴人Ａ及び向日市職員に過度な負担

を強いるものではないと認められる。その理由は、原判決第３の３（２）のア及びイ（２

０頁～）に記載のとおりであるから、これを引用する。 

 したがって、控訴人Ａの上記主張は、採用することができない。 

（６）以上によれば、控訴人Ａが、本件仮換地について、令和３年度及び令和４年度の固

定資産税につきみなす課税による賦課決定を行わないことは、違法であるというべきであ

る（なお、当該賦課決定について、地方税法１７条の５第５項所定の制限期間が経過した

ものとはうかがわれない。）。 

 被控訴人Ｂらの主張は、この趣旨をいうものとして理由がある。 

第４ 結論 

 以上の次第で、被控訴人Ｂらの請求は認容すべきであるから、これと同旨の原判決は相

当である。                                                                                                                                                                                                                                                    

 よって、本件控訴は理由がないから棄却することとして、主文のとおり判決する。 

大阪高等裁判所第１３民事部 

裁判長裁判官 古田孝夫  

裁判官 木太伸広  

裁判官 寺垣孝彦 


